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令和７年度第１回高知県農林業基本対策審議会 次第

令和８年２月６日（金） １０：００～１２：００

オーテピア４階研修室

１ 開 会

２ 農業振興部長挨拶

３ 議事録署名委員の指名

４ 審議及び報告事項

（１）農業経営基盤強化促進法に基づく「農業経営基盤の強化の促進に関する基本

方針」の変更について

①事務局説明

②質疑

（２）農用地等の確保等に関する基本指針の変更に伴う「高知県農業振興地域整備

基本方針」の変更について

①事務局説明

②質疑

（３）第５期産業振興計画＜農業分野＞の令和８年度の取り組みの強化のポイントに

ついて

① 事務局説明

② 質疑

（４）第５期産業振興計画＜林業分野＞の令和８年度の取り組みの強化のポイントに

ついて

① 事務局説明

② 質疑

５ 閉 会
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役  職  等 氏  名 出欠

高知県農業協同組合中央会代表理事会長 久岡　隆 ○

高知県農業協同組合代表理事組合長
一般社団法人高知県畜産会会長

島田　信行 ○

ＪＡ高知女性組織協議会副会長 真辺　由香 ○

高知県青年農業士ＯＢ会会長 竹﨑　修央 ○

高知県農漁村女性グループ研究会会長 隅田　るり子 ○

高知県森林組合連合会会長 戸田　昭 ○

一般社団法人高知県木材協会専務理事 松岡　良昭 ○

農林中央金庫高松支店高知県担当部長 渡部　雅幸 ○

四国森林管理局長 田中　晋太郎 ×

高知県町村会会長 上村　誠 ○

高知大学名誉教授 川田　勲 ○

高知大学講師 松島　貴則 ○

高知サンライズホテル専務 古谷　純代 ○

高知県生活協同組合連合会会長理事 佐竹　一夫 ×

高知県農村女性リーダーネットワーク会長 大坪　伊津美 ○

高知県農林業基本対策審議会委員出席者名簿
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所属 役職 氏名

農業振興部 部長 松村　晃充

農業振興部 副部長（総括） 青木　敏純

農業振興部 副部長 岡本　昌幸

農業政策課 課長 川谷　知世

農業担い手支援課 課長補佐 政岡　由紀

協同組合指導課 課長 石邑　忠雄

環境農業推進課 課長補佐 糸川　修司

農業イノベーション推進課 課長補佐 濵田　紀子

農産物マーケティング戦略課 課長 田畑　和志

畜産振興課 課長 谷本　忠司

農業基盤課 課長 大利　尚

農業基盤課 企画監 堀地　一徳

農業政策課 課長補佐 山﨑　俊也

農業政策課 チーフ 馬迫　卓也

農業政策課 主幹 中野　雄介

農業政策課 主査 山﨑　淳紀

農業政策課 主事 竹内　亘揮

農業担い手支援課 課長補佐 山崎　栄

農業担い手支援課 主査 長岩　友佳子

農業基盤課 チーフ 川田　直己

所属 役職 氏名

林業振興・環境部 部長 坂田　省吾

林業振興・環境部 副部長（総括） 吉本　昌朗

林業振興・環境部 副部長 竹﨑　誠

林業環境政策課 課長 太郎田　弘志

森づくり推進課 課長 中城　秀樹

木材増産推進課 課長 大野　孝元

木材産業振興課 課長 高橋　宏明

木材産業振興課 企画監 小野田　勝

治山林道課 課長補佐 北代　修志

環境計画推進課 課長 田村　和彦

林業環境政策課 チーフ 山本　仁

林業環境政策課 主幹 河村　阿弥

県出席者名簿
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高知県農林業基本対策審議会条例をここに公布する。

○高知県農林業基本対策審議会条例

高知県農林業基本対策審議会条例

(設置)

第1条 農林業基本対策に関する重要事項について審議するため、高知県農林業基本対策

審議会(以下「審議会」という。)を置く。

(任務)

第2条 審議会は、知事の諮問に応じて、次に掲げる事項について審議する。

(1) 生産及び流通対策に関すること。

(2) 構造対策に関すること。

(3) 団体対策に関すること。

(4) 金融対策に関すること。

(5) 普及事業対策に関すること。

(6) 農村地域への産業導入対策に関すること。

(7) 前各号に掲げるもののほか、農林業基本対策について必要な事項

(組織等)

第3条 審議会は、委員20人以内で組織する。

2 審議会の委員は、次に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。

(1) 関係団体の役職員

(2) 金融機関の役職員

(3) 関係行政機関の職員

(4) 市町村の長

(5) 学識経験を有する者

(任期等)

第4条 審議会の委員の任期は2年とし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は

前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。

2 委員が委嘱された時における当該職又は身分を失ったときは、委員の職を失う。

(特別委員)

第5条 特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、審議会に特別委員を置くこ

とができる。

2 特別委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委嘱する。

(昭和36年10月17日条例第36号)

改正 昭和37年7月17日条例第36号 昭和57年3月23日条例第12号

昭和63年12月21日条例第29号 平成17年3月29日条例第22号

平成30年3月23日条例第34号
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(会長及び副会長)

第6条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。

2 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。

(会議)

第7条 審議会の会議(以下この条において「会議」という。)は、会長が招集する。

2 会議は、委員の半数以上の出席がなければ、議事を開き、及び議決をすることができ

ない。

3 会長は、会議の議長となる。

4 会議の議事は、委員のうち、出席した者の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決定するところによる。

(部会)

第8条 専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、審議会に次の部会を置くこ

とができる。

(1) 農業部会

(2) 畜産部会

(3) 林業部会

(4) 構造改善部会

(5) 農村産業部会

2 部会に属すべき委員及び特別委員は、会長が指名する。

3 前2条の規定は、部会の組織及び運営について準用する。

(幹事)

第9条 審議会に、幹事若干人を置く。

2 幹事は、県職員のうちから、知事が任命する。

3 幹事は、会長の指示を受けて、委員及び特別委員を補佐する。

(委任)

第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、知事が別に

定める。

付 則

この条例は、公布の日から施行する。

付 則(昭和37年7月17日条例第36号)

この条例は、公布の日から施行する。
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附 則(昭和57年3月23日条例第12号)

この条例は、昭和57年4月1日から施行する。

附 則(昭和63年12月21日条例第29号)

この条例は、公布の日から施行する。

附 則(平成17年3月29日条例第22号)

(施行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2 この条例の施行の際現に委員等に委嘱又は任命されている県議会の議員は、当該委員

等の任期が満了するまでの間、引き続き当該委員等として在任することができる。こ

の場合において、当該委員等である者の数が当該委員等の定数を超えるときは、当該

数をもって当該委員等の定数とする。

附 則(平成30年3月23日条例第34号)

この条例は、公布の日から施行する。
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高知県農林業基本対策審議会運営要領

第１ 目的

高知県農林業基本対策審議会（以下「審議会」という。）の運営ならびに諮問、

その他の事務取扱いについては、高知県農林業基本対策審議会条例（昭和３６年

１０月高知県条例第３６号、以下「条例」という。）に定めるもののほか、この

要領の定めるところにより、その円滑を期するものとする。

第２ 審議会及び部会の招集等

１ 条例第７条及び第８条第３項により、審議会又は部会を招集する場合は、会

長又は部会長は、開催の日時および場所ならびに付議すべき事項を定めて、あ

らかじめ委員に通知するものとする。

２ 事故のため審議会または部会に出席できない委員は、事前にその旨を会長ま

たは部会長に連絡するものとする。

３ 審議会に欠席する委員の代理出席は認められない。

第３ 審議会及び部会の議事等

１ 諮問事項については、審議会においてその内容を検討し、関係の部会に付託す

ることができるものとする。

２ 部会長は、審議会から付託された事項について審議し、その経過及び結論と

しての部会案の内容を会長に説明するものとする。ただし、付託された事項の

審議が予定日時又は期間内に結論が得られない場合は、部会長は継続して審議

するための日程を部会において決定し、会長にその旨を報告するものとする。

３ 部会長は、会長および他の部会長と協議して合同部会を開くことができるも

のとする。

合同部会の議長は、それぞれの部会長の互選によって決める。

４ 会長は、部会に付託した事項の成案を審議会に付議するものとする。

５ 前各号にかかわらず、次の事項については、部会の審議をもって審議会の審

議にかえるものとする。

(1) 農業構造改善事業に関すること。構造改善部会

(2) 林業構造改善事業に関すること。林業部会

(3) 農業振興地域の整備に関すること。農業部会

(4) 農村地域への産業導入に関すること。農村産業部会

(5) 酪農、肉用牛生産振興計画に関すること。畜産部会

６ 議長は、審議会において必要と認めたときは、特別委員の意見を聞くことが

できる。

７ 諮問事項の所管課長及び諮問事項に関係ある課室長は、部会に出席し、部会

長の求めに応じて説明するとともに、審議会幹事として委員及び特別委員を補

佐するものとする。

８ 会長は、審議会において運営上必要と認めたときは、分科会及び小委員会を

設けることができる。

分科会、小委員会の長及び構成員は、会長が指名する。
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第４ 審議会及び部会の会議の公開

審議会又は部会の会議は公開する。ただし、次のいずれかに該当する場合で会

長又は部会長が必要と認めるときは、公開しないことができる。

(1) 会議において、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）第６条

第１号から第７号までに規定する情報に該当する事項について審議等を行う

場合

(2) 会議を公開することにより、公正又は円滑な審議が著しく阻害され、会議

の目的が達成されないと認められる場合

第５ 議事録

１ 審議会の議事録には、審議会に定めた２人以上の委員が署名するものとする。

２ 議事録には、少なくとも次に掲げる事項を記載しなければならない。

(1) 開催の日時及び場所

(2) 出席委員の氏名

(3) 審議の結果の概要

(4) 議案別の議事の結果（可決、否決の別、賛否の表決数及び少数意見の概

要）

第６ 諮問手続及び事務

１ 審議会に諮問する案件は幹事会で検討したのち、諮問事項を所管する課にお

いて諮問に必要な所定の決裁を得るものとする。

２ 諮問事項を所管する課長は、知事の諮問と同時に会長に諮問の趣旨を説明す

るものとする。

３ 諮問事項を所管する課長は、審議会に必要な資料及び参考となる資料を事前

に審議委員、特別委員、幹事に送付するものとする。

４ 審議会の一般的な事務は農業政策課において、各部会に関する事務は、それ

ぞれの所管課において行うものとする。

附 則

この要領は、平成１２年３月３１日から施行する。

この要領は、平成１５年４月１日から施行する。

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。

この要領は、平成３０年５月２日から施行する。

この要領は、令和８年１月２０日から施行する。
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